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教育、訓練などの訓練投資が過去 10 年間に年５％ペースで増大し、2001 年にはおよそ総



















Ⅲ, 2001）。人的資源という枠組みにおいて、HRM と HRD は相互関連的な概念なのであ
る（Manakin, 2001）が、両者の違いを端的にいえば、前者は従業員の採用、管理、動機
づけのための管理方法や 制度（McKenna & Beech,1995)をさし、後者は、知識と調査と
いう特徴をもつ実体のある研究と実践の専門的分野（Sleezer and Sleezer, 1997）すなわ
ち、人材を育成するための方法論とテクニックを実践するものとされている。 
HRM は、労務管理や人事管理などの基礎的な理論体系が比較的明確にされているが、
                                                  
1通商白書 2005 年度版の「労働費用に占める教育訓練費の割合」 























２－１ HRD の定義 
 
 第二次大戦中のアメリカにおいて、産業内で大規模な訓練事業（Training within 
industry）が行われ、それが現在の HRD の起源になっているといわれている（Dooley, 
1945; Ruona&Swanson, 1998; Swanson&Tarraco, 1994; Swanson, 2001）。これ以降、体
系的な(1)パフォーマンス重視の訓練、(2)ワーク・プロセスの改善、(3)職場での人間関係
の改善が注目されるようになった。これらの一連の取組みを HRD という用語を用いて正
式に紹介したのは、Nadler である。彼は 1969 年の ASTD（American Society of Training 
and Development）マイアミ会議で HRD を用い、その翌年に HRD の定義を提示してい
る。 
HRD はこの 50 年間で、組織の生産性、効率性、収益性を改善する重要な戦略的アプロ








（McGoldrick & Stewart, 1996）といわれているが、この表からもわかるようにさまざま
な定義が混在している。HRMに関しても、その意味について普遍的に合意された明白な説






















Nadler (1970) HRD は特定の期間で行われ、従業員の行動が変化するように設計さ
れた一連の組織活動 
Mills (1975) 組織の有効性と従業員の労働の質の両方の改善を含意するもの 
Craig (1976) HRD は生涯学習のあらゆる側面に潜在する人生を開発するというゴ
ールに焦点をあてたもの 






















る OJT 経験を含むシステム。 















































































Wilson (2005) HRD は組織の目標を達成するために、人的資源の有効性を高める個
人、グループ、組織レベルでの学習 
出所：Swanson & HoltonⅢ(2001, pp4-8)、Wilson (2005)、 












って、即座に応用可能で短期間の訓練で完了する（Van Wart et al, 1993）。開発は、将来








ている。各々には違いがあるが、広義には学習に含まれる（Nadler, 1990; Garavan, 1997）。
これらは補完的要素とも考えられている（Garavan, 1997）。 
HRDに共通した枠組みの１つは、用語を整理すると学習であるといえる。もう 1 つ重要
な枠組みは、表 1 からパフォーマンスであることが読み取れる。この 2 つのパラダイムは、
学習を介して、個人、グループ、組織の各レベルを変革してパフォーマンスを高める、HRD
のプロセスを示しているだろう。したがって、HRDは学習（個人と組織）とパフォーマン
ス（個人と組織）に資源を集中することでその成否が決定される（Ruona, 2000; Swanson, 
























                                                  
5 1995 年から、学習をよいものと捉え、パフォーマンスを批判的に見る議論が強まった
（Watkins & Marsick, 1995, Swanson, 1995）。最近では学習とパフォーマンスを調整して共
通性をみいだすような方向にある。学習とパフォーマンスを統合することが、HRDにとっても









Egglamd, Gilley, 2002）。 
パフォーマンスには効率性（生産的視点）と有効性（モチベーション的視点）がある。
パフォーマンスの向上には、モチベーションやグループ・ダイナミックス、意思決定とい











ある（Swanson, & HoltonⅢ, 2001）。パフォーマンスの決定は外部環境に影響をうけ、パ

















セスもない（Rummler & Brache, 1995）。しかしながら、システム理論はパフォーマンスに影



























McLagan(1989)は、Human Resource Wheel を提示し、この中で HRD が主要な文脈を
しめると考えて、 HRD を「個人やグループ、組織の有効性を改善するために、訓練開発、
組織開発、キャリア開発を統合的に使うもの」と定義して、これら 3 つ領域を HRD の中











で、新しい文化や作業手法の導入に関係する(Wilson, 2005, pp14-16)。 
（３）Swanson&HoltonⅢ(2001)の見解 







点をあて、その学習とパフォーマンスを HRD の評価の指標と捉えた。 
学習には３つの流れがある。個人の学習は、アウトカムに焦点をおき学習者をインター
ベンションの対象とするもので、成人学習（Knowlers et al., 1998）などが代表的なアプ
ローチである。パフォーマンス重視の学習は、学習から生じる個人のパフォーマンスに焦
点をあて、パフォーマンス重視のインストラクション（Brethower&Smalley, 1998）や学
習転移（Holton, Bates, & Ruona, 2000）のアプローチがある。システム全体の学習は、
個人の学習に加え、学習をとおしてチームと組織パフォーマンスを高めることに集中する












（４）Gilley, Eggland, & Gilley(2002)の見解 
 
開発という言葉の意味とそのタイプを考えることから初め、その焦点を人と組織にあて













                                                  
9 職場のヒューマン・パフォーマンスを改善しようと努力している実務の経験、内省、概念化






















３－１ 訓練開発（Training & Development: T&D） 
  
T&D は、パフォーマンスを改善するために仕事に関連した知識、専門的能力をシステ









































出所：Swanson & HoltonⅢ(2001,p209) 












Eggland, and Gilley, 2002）。訓練はフォーマルな学習でおこなわれるが、個人の開発はフ
ォーマル・インフォーマルな環境でのあらゆる学習活動である。 
 組織において、「学習は毎日の仕事の自然な側面で、仕事自体が学習の豊富な源」である
（Collin, 2000; Ellinger, 2005）。学習は仕事の実践に埋め込まれたものであるから、仕事
と統合したものでなければならない（Ellstrom, 2001; Torraco, 1999）。 組織には個人レ
ベル、グループ・レベル、組織レベルの仕事と、それに付随して各レベルでの訓練や学習
がある（Boydell, 1983）。個人レベルの学習は、フォーマルで制度的に提供された学習（教











有したメンタル・モデルを発展させる（Swanson and HoltonⅢ, 2001）。そのときに、学
習は組織学習に発展して、組織環境（文化、組織システム、仕事の手続きやプロセス）に
組み込まれ（Argyris & Schon, 1996）、個人レベルの学習の総和以上になる。組織学習が
個人の学習になるのではなく、個人の学習が組織学習の礎になる。 
アクション・ラーニングは、組織が直面している今日的な重要な５つのニーズ（問題解
                                                  
11 Callahan, Watkins, & Marsick,(2000)は過去 20 年間の研究結果から、個人の学習のうち、
























キャリア開発は HRD の主要素である (McLagan, 1989; Tompson & Maybey 1994; 
Swanson & HoltonⅢ, 2001; Gilley, Egglamd, Gilley, 2002)。理論や実践に関する見解も
多くある（Desimone, Werner, & Harris, 2000; McGoldeick, Stewart, Watson, 2002）し
かしながら、HRD においてあまり重要視されていないし、HRD におけるキャリア開発の
立証研究もほとんどない（Egan, Upton & Lynham, 2006）。特に近年、HRD への影響は
低下している。キャリア開発は T&D の下位概念とみなされ、T&D の開発要素を発展させ
たものとして T&D に含められ、それと組織開発が HRD 施策として収束しつつあるから
だ（Swanson & HoltonⅢ）。キャリア開発が T&D の枠組みであることは明らかであるが、
主たる施策とする研究もあるため、キャリア開発とはどのような内容なのかを検討する。 
 キャリアには様々な見解があるが、人の一生を通した仕事を意味し（Shein, 1978）、職




























するプロセスである（Lynhamm, Chermack,and Noggle, 2004）。パフォーマンス・マネ
ジメントは個人が職務を効果的、効率的にするための知識、スキル、モチベーション、環
境支援をするものである（Fuller & Farrington, 1999）。目標管理を起源としているが、
パフォーマンス・マネジメントは、事業戦略の要素を、人材をマネジメントする管理的タ
スクにつなげることを重視する。すぐに結果がでるように設計されるため短期的で、組織
























ようなモニターやファシリテートに使われる（Gilley, Egglamd, Gilley, 2002）。 
 
 14
４．HRD 施策（２）－ 組織開発（organization development: OD） 
 











いる（Gilley, Eggland, and Gilley, 2002）。組織、プロセス、ワーク・グループ、個人の
すべてのレベルを改善して、人材の専門的能力を引き出すことでそれを可能にする
（Swanson and HoltonⅢ, 2001）。理論に集中するものではなく、理論をもとにしたイン
ターベンションが重視され、組織にとって実践的な価値をもつ。さらに、組織全体のパフ
ォーマンス・システムの改善というマクロ的アプローチと、そのための個人開発に焦点を















（Lynham, Chermack, Noggle, 2004; Swanson & HoltonⅢ, 2001）。 
 
                                                  







表４ OD の定義 
 
著者 年代 定義 






































































Burke 1982 OD は行動科学の技法や調査、理論を利用して、組織文化の計画
的な変化プロセス 









































Vaill 1989 OD は、組織がタスクを遂行し、目的を追求するために発展さ
せる、なんらかの、あるいはすべての実質的なプロセスを理解
し改善する組織プロセスである。“プロセスを改善するプロセ













































































を 介 し て － 完 全 な ワ ー ク ・ チ ー ム や 他 の チ ー ム 形 態


















出所：Swanson and HoltonⅢ(2001, pp.261-267) 
                        Varney(1996)、Gilley, Eggland, Gilley(2002)  










摘がある（Passumore,1997; Swanson and HoltonⅢ, 2001; Lynham, Chermack,Noggle, 
2004）。従来、パフォーマンスの改善は OD の副産物と考えられていたが、より競争的環
境にある今日では、OD のアウトカムと位置づける必要性がまし（Shshkin & Burke, 1987）、
位置づけられるようになっている（Beer, Eisentat, & Spector, 1990）。しかし、従来の定
義ではパフォーマンスの改善に言及しているものがほとんどない（ Lynham, 
























ーチに準拠し、各段階へと進んでいく（Varney, 1996; Swanson and HoltonⅢ, 2001）。こ
























                                                  
16 ただし、HRDやODのモデルは開発や改善による広範な実践経験から提示されるものである








 OD を実践する人の多くは、アクション・リサーチを使う（Varney, 1996; Burk, 1982; 















Burke (1982) ①診断、②フィードバック、③データの議論と計画、④計画の実行 















である（Swanson & HoltonⅢ, 2001）。この理論は、人が考えに行き詰ったとき、それが
変革へのカギになることが前提になっている（Swanson and HoltonⅢ, 2001）。第一段階
の解凍では、実際の行動と望ましい行動との矛盾が強調されて、変革プロセスがはじまる。























Improving Performance (Rnmmler & Brache, 1995) 
特徴 ・組織は、組織、プロセス、個々の貢献者のレベルで考察され、分析される 









短所  全体のプロセスは組織本位 
 
 

















































織開発（OD）である。これら２つが HRD 施策の支柱になる。これは Swanson & Holton
Ⅲ（2001）の見解と一致する。 






























る従業員のパフォーマンスから利益をえることができる（Gilley, Eggland, Gilley, 2002）。
第三に、キャリア開発の成功には、従業員と組織がチームとして協働しなければならない
ため、個人と従業員のつながりが強く頻繁になり、個人開発と組織開発のつながりも必然
的に強くなると考えられる（Gilley, Eggland, Gilley, 2002）。 
したがって、HRD は概括的には、訓練開発と組織開発という 2 つの支柱から構成され
ているのだが、より精確に言えば、訓練開発と組織開発に加えて、これら 2 つを有効にし
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組織開発 
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